
　　　次の略地図を見て，あとの各問に答えよ。
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〔問 1〕　次のⅠの文章は，略地図中に で示したＡ～Ｄのいずれかの範囲の海域と都市の様子についてまと

めたものである。Ⅱのア～エのグラフは，略地図中のＡ～Ｄのいずれかの範囲内に●で示した都市の，年平

均気温と年降水量及び各月の平均気温と降水量を示したものである。Ⅰの文章で述べている海域と都市に当

てはまるのは，略地図中のＡ～Ｄのうちのどれか，また，その範囲内に位置する都市のグラフに当てはまる

のは，Ⅱのア～エのうちのどれか。

　Ⅰ　
　この海域には，16世紀に初めて世界一周を成功させた艦隊の名前が残る海峡がある。強い風が吹

きつける狭いフィヨルド状の水路は航行の難所であるが，パナマ運河ができるまでは大洋を結ぶ交

通の要所であった。

　Ⅱ　　　　　　ア　　　　　　　　　 イ　　　　　　　　　 ウ　　　　　　　　　 エ

　　　

（気象庁のホームページより作成）

月1 6 123 9

（mm）
年平均気温  26.6℃
年降水量  3550.1mm

月1 6 123 9

年平均気温  21.3℃
年降水量  134.4mm

月1 6 123 9

年平均気温  17.1℃
年降水量  492.6mm

月1 6 123 9

年平均気温  6.2℃
年降水量  382.2mm
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� 略地図〔　　　　　〕　グラフ〔　　　　　〕

〔問 2〕　次の表のア～エは，ソフトウェア企業が位置する都市のうち，略地図中にＰ～Ｓで示したいずれかの

都市に位置する企業の，2018年におけるソフトウェアの売上高と様子についてまとめたものである。略地図

中のＰ～Ｓのそれぞれの都市に位置する企業に当てはまるのは，次の表のア～エのうちではどれか。

5

売上高
（百万ドル）

企業の様子

ア 34850
　もともとは他国の企業だが，税制の優遇などからこの地に本社を移転した。海に面し
た首都は情報通信事業を扱う大企業が集まり，「シリコン・ドックス」とも呼ばれる。

イ 33576
　シリコンバレーから移転したものの，現在もサンベルトと呼ばれる地域に本社を置く。
多くの企業を買収して世界市場におけるシェアを広げてきた。
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� Ｐ〔　　　　　〕　Ｑ〔　　　　　〕　Ｒ〔　　　　　〕　Ｓ〔　　　　　〕

〔問 3〕　次のⅠとⅡの表のア～エは，略地図中に で示したＷ～Ｚのいずれかの国に当てはまる。Ⅰの表

は，1950年と2020年における総人口と年齢 3区分別人口割合を示したものである。Ⅱの表は，1950−1955年

と2020−2025年における出生数，死亡数，移民数を示したものである。Ⅲの文章は，略地図中のＷ～Ｚのい

ずれかの国について述べたものである。Ⅲの文章で述べている国に当てはまるのは，略地図中のＷ～Ｚのう

ちのどれか，また，ⅠとⅡの表のア～エのうちのどれか。

　Ⅰ� 総人口

（千人）

年齢 3区分別人口割合（％）

0 ～ 14歳 15 ～ 64歳 65歳以上

ア
1950年 27945 42.8 53.7 3.5

2020年 128933 25.8 66.5 7.6

イ
1950年 3413 38.9 56.7 4.5

2020年 17501 30.8 64.4 4.9

ウ
1950年 24824 29.4 65.4 5.2

2020年 37847 15.2 66.0 18.7

エ
1950年 8872 40.6 55.8 3.5

2020年 43851 30.8 62.5 6.7

　Ⅱ　 出生数（千人） 死亡数（千人） 移民数（千人）

ア
1950−1955年 7140 2502 −232

2020−2025年 10786 4160 −275

イ
1950−1955年 931 363 −70

2020−2025年 2158 413 3816

ウ
1950−1955年 3862 1416 0

2020−2025年 1725 2007 −50

エ
1950−1955年 2338 1076 −360

2020−2025年 4667 1080 −50
（Ⅰ，Ⅱとも国際連合ホームページより作成）

　Ⅲ　
　この国の総人口は，1950年から2020年にかけて 4倍以上に増加し，しばらく増加すると予測され

る。銀や石油など鉱産資源が豊富だが，隣国への出稼ぎ者からの送金が最大の収入源である。隣国

への移民は「ヒスパニック」とも呼ばれ，移民に関する対立もみられる。今後，この国から流出す

る移民の数は，70年前程度にまで落ち着くとみられる。

� 略地図〔　　　　　〕　表〔　　　　　〕

ウ 17569
　近年急速に情報通信技術産業が発展している国内においても，中心的な企業である。
財閥のグループ会社で，ほかには紅茶や製鉄，小売など幅広い分野の会社がある。

エ 31869
　立地する国が二酸化炭素の排出削減に取り組んでいることもあり，この企業もカーボ
ンニュートラル宣言を行ったり，使い捨てプラスチックの利用を削減したりしている。

（「データブック　オブ・ザ・ワールド」2022年版などより作成）
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　　　次の文章を読み，あとの各問に答えよ。

　明治時代以降，帝国主義を進めた日本は，戦争と講和の歴史を繰り返した。

　明治時代後半には，⑴日本と清
しん

国の対立が深まり，1894年には日清戦争が起こった。この戦争は，日本

の勝利に終わり，⑵1895年に講和条約が結ばれた。また，東アジアの利権をめぐってロシアと対立し，

1904年には日露戦争に発展した。しかし，戦争が長引くうちに，日本は兵力・物資・財力などが不足し，

また，一方のロシアも国内で革命運動が起こり，両国とも戦争を続けることができなくなった。そのため，

アメリカ合衆国の仲介によって⑶1905年に講和条約が結ばれ，日露戦争は終結した。

　大正時代に入ると，⑷1914年に世界各国が二つの陣営に分かれて争う第一次世界大戦が起こり，日本は

日英同盟を理由に連合国側として参戦した。1919年には連合国とドイツの間で講和条約であるベルサイユ

条約が結ばれた。

　昭和時代，日本などの枢軸国と，アメリカ合衆国・イギリス・オランダ・中国などの連合国との間で太

平洋戦争が起こったが，総力戦の末，日本は1945年にポツダム宣言を受け入れて降伏した。1951年には講

和会議が開かれ，日本と48か国との間でサンフランシスコ平和条約が結ばれた。

〔問 1〕　⑴日本と清国の対立が深まり，1894年には日清戦争が起こった。とあるが，次のア～エは，日本と中

国との間で起きた出来事の様子について述べたものである。時期の古いものから順に記号を並べよ。

ア　東
とう

学
がく

と呼ばれる宗教を信仰する農民中心の団体が，朝鮮の南部で蜂起すると，朝鮮政府は清国に出兵を

要請し，これに対抗して日本も朝鮮に出兵した。

イ　満
まん

州
しゅう

を実質的な支配下に置いていた日本は，さらに華北に侵入し，北
ペ

京
キン

郊外の盧
ろ

溝
こう

橋
きょう

で中国軍と武力衝

突を起こした。

ウ　満州を中国から分離させることを目指していた日本の軍部が，奉
ほう

天
てん

郊外の柳
りゅう

条
じょう

湖
こ

で南満州鉄道の線路を

爆破し，それとともに軍事行動を開始した。

エ　北京での学生集会をきっかけに，中国国内で反日運動が広まり，さらに帝国主義に反対する運動も加わっ

て，国民運動へと発展した。

� 〔　　　　→　　　　→　　　　→　　　　〕

〔問２〕　⑵1895年に講和条約が結ばれた。とあるが，次のⅠの略年表は，日本と諸外国，周辺地域との間の関

係についてまとめたものである。Ⅱの文章は，略年表中のある時期に結ばれた条約を示したものである。Ⅱ

の条約が結ばれた時期に当てはまるのは，Ⅰの略年表中のア～エの時期のうちではどれか。�〔　　　　　〕

　Ⅰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅱ

　 西暦 日本の外交に関する主な出来事
1871

1875

1879

1894

1895

●日清修好条規が結ばれた。�
� ア
●樺

から

太
ふと

・千島交換条約が結ばれた。�
� イ
●琉

りゅう

球
きゅう

処分が行われた。�
� ウ
●日英通商航海条約が結ばれた。�
� エ
●日清戦争の講和条約が結ばれた。�

　　
第 1款

かん

　朝
ちょう

鮮
せん

は自主独立の国であり，日

本と平等な権利をもつ。

第 8款　朝鮮にある貿易港には，日本の

商人や国民を管理する役人を置く。

第10款　日本国の人民が，朝鮮国の開港

地に在留中に罪を犯し，朝鮮国の人民

と交渉が必要な事件は，全て日本国の

領事が裁判を行う。

2

ルーコウチアオ

リウティアオフー
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〔問 3〕　⑶1905年に講和条約が結ばれ，日露戦争は終結した。とあるが，日露戦争の講和条約が結ばれると，

これを不満とする人々が東京で日
ひ

比
び

谷
や

焼き打ち事件と呼ばれる暴動を起こした。次のⅠのグラフは，日清戦

争と日露戦争の被害と軍費を示したものである。Ⅱの文章は，日露戦争の講和条約の内容をまとめたもので

ある。日比谷焼き打ち事件を起こした人々の不満はどのようなものか，簡単に述べよ。

　Ⅰ

死者
・重傷者

日清戦争

日清戦争

日露戦争

日露戦争
軍　費

0 5 10 15

0 5 10 15

（万人）

（億円）
（「近代日本総合年表」より作成）

　Ⅱ　
○ロシアは，韓国における日本の優越権

を認めること。

○北緯50度以南の樺
から

太
ふと

を日本へ譲ること。

○旅
りょ

順
じゅん

・大
だい

連
れん

の租借権，満州の鉄道の一

部を日本へ譲ること。

○日本の沿海州，カムチャツカ半島沿岸

における漁業権を認めること。

リュイシュン ターリエン

　 �

〔問 4〕　⑷1914年に世界各国が二つの陣営に分かれて争う第一次世界大戦が起こり，日本は日英同盟を理由に

連合国側として参戦した。1919年には連合国とドイツの間で講和条約であるベルサイユ条約が結ばれた。と

あるが，次のⅠのグラフは，日本の重化学工業品の生産について1914年と1919年を比較したものである。Ⅱ

のグラフは，第一次世界大戦のころの日本の輸出入額の変化を示したものである。Ⅰ・Ⅱのグラフから，第

一次世界大戦中の日本の経済について正しく述べているのは，下のア～エのうちではどれか。

　Ⅰ 

3002

5955 6342
7898 7172

1112

4051

780
1605

3415

903829
（
百
ｔ
）
銑
鉄

（
百
ｔ
）
汽
船

（
万
円
）

電
気
機
械

（
十
ｔ
）
硫
安
＊

（
万
円
）

鉄
道
車
両

（
十
万
円
）

機
械・機
具
計

1914年 1919年

（「日本歴史大系５　近代Ⅱ」より作成）

＊化学肥料の一種

Ⅱ 
30

25

20

15

10

5

0

輸入額

輸出額

（億円）

1911 12 13 14 15 16 17 18 19 20（年）
（「日本経済統計集」より作成）

ア　重化学工業品の生産は，全ての品目において増加し， 2倍以上となっている。また，輸出額には変化が

見られないが，輸入額が減少したため日本は貿易黒字となった。

イ　重化学工業品の生産は，全ての品目において増加し，中でも銑鉄の生産が最も伸びている。また，貿易

額が輸出入ともに増加したが，貿易赤字の状態は変わらなかった。

ウ　重化学工業品の生産は，全ての品目において増加し，中でも汽船の生産が 7倍以上と最も伸びている。

また，輸出額には変化が見られないが，輸入額が増加したため日本は貿易赤字となった。

エ　重化学工業品の生産は，全ての品目において増加し，中でも汽船の生産が 7倍以上と最も伸びている。

また，貿易額が輸出入ともに増加し，貿易黒字となる状況も見られた。

� 〔　　　　　〕
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　　　次の文章を読み，あとの各問に答えよ。

〔問 １〕　⑴貿易が盛んになり，たくさんの人やものなどが国境を越えて移動し，グローバル化が進んでいる。

とあるが，次のⅠの表は，Ｘ国とＹ国において商品Ａと商品Ｂが生産される場合，国際分業を行わない場合

と，国際分業を行う場合の生産と貿易の様子を比べたものである。Ⅱの文章は，Ⅰの表を基に，各国で商品

を生産するのに要する労働力についてまとめたものである。「国際社会全体の生産量に着目すると，国際分

業を行った方がよ

い」という仮説を立

てることができる理

由に当てはまるのは，

次のア～エのうちで

はどれか（なお，こ

こでは価格など，示

されていない条件は

考えないものとする）。

ア　国際分業を行うと，商品Ａの全体での生産量は，国際分業を行わない場合の1.5倍に，商品Ｂの全体で

の生産量は ３倍に増えるから。

イ　国際分業を行うと，商品Ａと商品Ｂの全体での生産量はともに，国際分業を行わない場合の1.5倍に増

えるから。

ウ　国際分業を行うと，商品Ａの全体での生産量は，国際分業を行わない場合の ３倍に，商品Ｂの全体での

生産量は1.5倍に増えるから。

エ　国際分業を行うと，商品Ａと商品Ｂの全体での生産量はともに変わらないが，Ｘ国とＹ国の貿易収支が

ともに黒字となるから。

� 〔　　　　　〕

〔問 ２〕　⑵地球環境問題のように，各国が協力して取り組むべき国際問題も増えている。 とあるが，地球環境

問題を解決するための国際的な取り組みとして当てはまるのは，次のア～エのうちではどれか。

ア　1992年には国連環境開発会議（地球サミット）が開かれ，「持続可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言」

が採択された。

イ　1997年には地球温暖化防止京都会議が開かれ，アメリカや中国も含めて参加する全ての国に二酸化炭素

排出量の削減を義務づけた。

ウ　2002年には持続可能な開発に関する世界首脳会議（環境・開発サミット）が開かれ，地球温暖化防止を目

的とする気候変動枠組条約が結ばれた。

エ　2015年には国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）が開かれ，パリ協定が採択された。

� 〔　　　　　〕

7

　現代では，⑴貿易が盛んになり，たくさんの人やものなどが国境を越えて移動し，グローバル化が進ん

でいる。 グローバル化が進み生活が便利になる一方で，⑵地球環境問題のように，各国が協力して取り組

むべき国際問題も増えている。 例えば，⑶Ｇ20サミットでは，N
ニーズ

IESやB
ブリックス

RICSのように急速に経済成長す

る新興国などの12か国が加わり，G7とともに経済問題の解決に向けて話し合いを重ねている。 このよう

に，⑷より多くの国が話し合い，協力してよりよい国際社会を築くことが大切である。

ⅡⅠ

国際分業を行わない場合
商品Ａ 商品Ｂ

Ｘ国 10人で生産 20人で生産
Ｙ国 20人で生産 10人で生産

国際分業を行う場合
商品Ａ 商品Ｂ

Ｘ国 30人で生産 Ｙ国から輸入
Ｙ国 Ｘ国から輸入 30人で生産

○�Ｘ国では，商品Ａを １
つ生産するのに10人，
商品Ｂを １つ生産する
のに20人必要である。
○�Ｙ国では，商品Ａを １
つ生産するのに20人，
商品Ｂを １つ生産する
のに10人必要である。
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〔問 ３〕　⑶Ｇ20サミットでは，NIESやBRICSのように急速に経済成長する新興国などの12か国が加わり，

G 7とともに経済問題の解決に向けて話し合いを重ねている。 とあるが，次のⅠの地図は，Ｇ20サミット参

加国・地域のうち，EUを除く国の位置を で示したものである。Ⅱの地図は，2019年における，GDP

の多い国20か国を で示したものである。Ⅰ，Ⅱの地図に見られる共通点について，簡単に述べよ。

　Ⅰ Ⅱ

（「世界国勢図会2021/22年版」より作成）

　 �

〔問 ４〕　⑷より多くの国が話し合い，協力してよりよい国際社会を築くことが大切である。 とあるが，次のⅠ

の文章は，ある時期における日本の国際貢献の動きについてまとめたものである。Ⅱの略年表は，1980年以

降の世界の主な出来事についてまとめたものである。Ⅲのグラフは，1980年から2014年までの，世界の難民

数の推移を示したものである。Ⅰの動きが見られた時期に当てはまるのは，Ⅱの略年表中のア～エの時期の

うちではどれか。� 〔　　　　　〕

　　Ⅰ

　　Ⅱ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅲ

　 西暦 世界の主な出来事
1980

1986

1990

2001

2011

●イラン・イラク戦争が始まっ�
た。�

………

●チェルノブイリ原子力発電�
所事故が起こった。�

………

●東西ドイツが統一された。�………

●アメリカ同時多発テロが起�
こった。�

………

●シリア内戦が始まった。� ………

ア

イ

ウ

エ

　　　 2000

1500

1000

500

0

（万人）
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（国連難民高等弁務官事務所資料より作成）

○中東で湾岸戦争が起こった際，日本は約135億ドルの資金援助を行ったが，多国籍軍に自衛隊を派遣

することはなかった。このため，国際的に批判を浴びた。

○日本は人的な国際貢献を果たすことを目的として，国際平和協力法（PKO協力法）を制定し，国連

PKO活動の一環として自衛隊が海外へ派遣されるようになった。
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